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1．はじめに
本稿は，今日までのソーシャルビジネスの発展経緯
に関し，ビジネスの根底にある精神性である社会貢献
の認識に留まらず，さらに，事業としての成長を目指
す市場成果の側面に注目する議論を目的としている。
それは，多様な手法で地域経済の諸課題を解決し克服
するソーシャルビジネスがより安定的に成長するこ
と，継続的発展を維持することの重要性に着目するこ
とに他ならない。
さて，日本において1990年代から企業の社会的責任
CSR（CorporateSocialResponsibility）が問われ始め
たが，当時は，企業の社会貢献やメセナ活動を想定し
た内容が主であった。その後，2000年代には，議論の
対象は，企業のコンプライアンス体制に関する議論が
加わり，さらにはローカルあるいはグローバルな市場
活動における企業の社会的責任の認識と具体的な行動
を踏まえ，企業価値をどう高めていくのかという議論
へと発展してきている。そうした経緯の下に，今日，
CSR の定義や要件についてはさまざまな観点から規
定されている。たとえば，欧州委員会では CSR を
「それによって企業が自発的に，社会・環境面の配慮
を事業運営とステイクホルダーとの相互作用の中に統
合することになる概念」と定義している1）。つまり，
ヨーロッパにおいては，歴史的背景から，CSR を＊専修大学商学部教授
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「企業の中核的事業に社会・環境面への配慮を統合さ
せる概念」とする傾向が強い。一方，日本において，
辻村（2008）は法令遵守，そして中核事業に選択的に
上乗せした社会・環境の貢献活動を CSR とする傾向
が強く作用する経緯があると指摘している（辻村，
2008）。
また遡れば，2003年，経済同友会は企業白書『「市
場の進化」と社会的責任経営』を発行し，2003年は
「CSR 元年」とも称された。このように，近年まで日
本における CSR の議論は，谷本（2004）他にも詳し
いが，社会貢献活動や法令遵守に関して，また環境対
策や雇用における公正性や人権問題，そして情報開示
などについてというように多様な観点に立つ議論が進
んできている（谷本，2004）。従来までの単なる社会
的な責任論や貢献型の活動に焦点を当てるだけでな
く，さらに今日の市場競争の環境の下でより事業の戦
略的な視点に立ち，企業の経営活動の在り方そのもの
を問いかける論点が重視され，対象とされる事業性の
幅と質を拡張・進化する議論が展開している。また，
CSR と同類の用語もあるが，谷本（2004）は，Sus-
tainableDevelopment（持続可能な発展），Corporate
Citizenship（企業も地域社会の一市民として取り組
み），さらに TripleBottomLine を提示している。こ
の中で，特に，TripleBottomLineは経済，社会，環
境の3つのボトムラインを考慮した企業経営の統合的
な戦略性の意義を提示するものであり，筆者は，具体
的な活動領域を想定した企業の社会的影響力や社会的
関与に言及する内容と理解している。企業と社会の新
たな関係性を考える活動や事業性を想定する議論の際
には，指針となる言葉と捉えている2）。
こうした CSR の議論の展開を経て，次第に，国内
外の環境，福祉，教育，途上国支援など多岐にわたる
領域で複雑化する社会的課題に取り組む活動，いわゆ
るソーシャルビジネスが活発化してきた。従来，日本
では，これら社会的・公共的な領域の課題とは，政府
や自治体，地域社会が取り組む課題とされてきたが，
社会の課題が多様化し，国や自治体の財政状況の逼迫
などから，その対応にも限界が生じ，従来までの政策
や対策だけでは対応しきれない問題が山積してきてい
る。社会的課題に対し，政府，企業，また1998年の特
定非営利活動促進法の施行以降は NPO/NGO セク
ターによる新たな取り組みが有効な活動として重視さ
れ，今日，これまでとは異なる新たな発想，ソーシャ
ル・イノベーション（social innovation）も期待され
てきている。谷本（2015）は，ソーシャル・イノベー
ションを「社会的課題の解決に取り組むビジネスを通
して，新しい社会的価値を創出し，経済的・社会的成
果をもたらす革新」と定義している（谷本，2015）。
当初は，CSR の内容に端を発した議論が，次第
に，社会的課題が山積する領域においてビジネスの手
法を活用するソーシャルビジネスの重要性，そしてそ
の対象が広範囲にわたってきていることが指摘されて
いる。現在，それらの活動はさらに高度化し，日本に
おけるソーシャルビジネスは新しい発展的段階を迎え
ていると筆者は考えている。この段階に至って今で
は，社会的活動を展開する多くの社会的企業（社会的
課題をビジネスとして取り組む事業体：ソーシャル・
エンタープライズ（SocialEnterprise））が登場し，さ
らに，地域社会，国際社会が抱える多様な社会的課題
に対して，新たな視点を据えて取り組む，志の高い企
業人である起業家達が社会起業家（ソーシャル・アン
トレプレナー（SocialEntrepreneur））として多くの
分野で活動を始めている。ただ，彼らの皆が法人格や
所有形態を維持しているわけではない。彼らは，社会
的ミッションを持ったビジネスモデルを通して，イノ
ベーティブでユニークな視点・主張を携えて，活発に
活動を展開して，目下，多岐にわたるソーシャルビジ
ネスを展開している。
以上，今日，社会起業家の登場により，ソーシャル
ビジネスは新たな発展的変容を見せ，日本および国際
社会においても，新たな事業価値を創出する積極的な
活動を展開している。つまり，社会起業家が実践して
きたソーシャルビジネスは，単に地域の社会的および
経済的な成果を実現するだけに留まらず，新たな社会
的価値を創出し，既存の社会の構造を変革する力とな
る活動へと転換していると筆者は強く感じている。本
稿では，ソーシャルビジネスがソーシャル・イノベー
ション創出の活動へと進化していること，中でも，こ
れまでにないような起業化の創造に着目し，優れた起
業家によるフェアトレードの事業形態をしっかり進め
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ながらソーシャルビジネスの多様で効果的な仕組みを
構築することで，今日までソーシャルビジネスの本質
をより高度化している実態を把握し，その本質を明ら
かにすることを大きな問題意識としている。
こうした認識から，今日のソーシャルビジネスの起
業化の事例について企業経営の視点から議論するこ
と，その活動がどの様な市場成果を生み出しているの
か，さらにその先には，新たに市場適合としての事業
経営の継続的な在り方を確認する議論へ展開できるも
のと考えている。そこにこそ，今日的なソーシャルビ
ジネスの活動を問い直す意義があると強調しておきた
い。ソーシャルビジネスの市場成果が継続的な利益確
保に繋がることは，地域社会にとっても極めて重要な
ものである。たとえ，志の高い起業家の思想や取り組
みが創出されても，その事業が短絡的かつ短期的なも
のであったとしたら，経営者や地元住民達のその事業
に投下した貴重な資源は無駄となり，結果的には地域
を疲弊させることにも繋がってしまい，ソーシャル・
イノベーションには届かない。そうした認識から，本
稿では，市場適合としてのソーシャルビジネスの利益
確保の在り方をどう実現するのかという視点を合わせ
て持ち議論することにしている。この議論について
は，伊丹（2003）は，市場適合とは，一つに顧客適合
性に関して，二つに競争適合性に関して言及し，それ
等を如何に合致させる戦略性が重要であるかを指摘し
ている。つまり，企業経営において，市場適合の観点
から市場化現象を如何にマッチングさせるのか，その
ための企業活動の戦略的な価値を見極めることの重要
性を指摘している（伊丹，2003）。
そこで，ソーシャルビジネスの議論において，これ
までの発展経緯を踏まえ，社会起業家が取り組む活動
事例から，特に，世界の貧困地域における地域社会の
課題解決に取り組むグローバルな事業に注目し，議論
を進めていく。それは，国際社会を舞台に，ソーシャ
ルビジネスがどの様に市場成果を循環していけるの
か，市場適合の論点から継続的な利益を確保するため
の事業化への道筋，そのための方策や課題を見出し，
可能な限り一般化することが，イノベーティブなソー
シャルビジネスの将来性を予想する議論に接近できる
道と考えるからである。
本稿では，以下の手順で議論を進める。第2節にお
いて，先ず，ソーシャルビジネスのこれまでの発展経
緯を概観し，先行研究における論点や課題を明らかに
する。次いで，それを踏まえて，本稿の問題意識に基
づいて中心的議論の焦点を提示する。第3節では，ま
さに問題意識に合致する着目できる起業化のケースス
タディを行う。インドネシアにおける DariK 社のカ
カオ豆の生産・販売，その商品化の事業がそれであ
る。ここでの主人公である社会起業家がどの様に起業
化を実践していったのか，また，国際的なソーシャル
ビジネスの事業化について市場適合の視点からどの様
に事業として成立させていったのかを考察をする。さ
らには国際的な課題にアプローチする起業家のユニー
クな視点，事業化のステップアップで何がイノベー
ティブなのか，また，その商品化事業に技術がどのよ
うに関わり，現地の農家や地域社会の活動を活性化し
ていったのかを明らかにする。そしてさらに，現代の
市場に適合するために，商品が備える市場性と社会性
という2つの側面が，どう商品化に反映されているの
かも指摘し考察したい。第4節では，前節までの分析
ならびに考察を踏まえ，ソーシャルビジネスの新たな
可能性についていくつかのポイントを提示し結びとす
る。
2．ソーシャルビジネスの発展的展開―その発展
性とフェアトレードの観点から―
近年，ソーシャルビジネスは新たなフェーズにあ
る。ここでは，ここまでに至るその発展の経緯につい
て，時代を遡って簡潔に整理し，そこから今日のソー
シャルビジネスの変更と活性化させるインセンティブ
やソーシャル・イノベーションの必要性に至る経緯な
どについて整理し，ソーシャルビジネスの社会的意義
や新たな課題について言及することとしたい。
（1）ソーシャルビジネスの定義とその議論
はじめにでも述べたように，国内外のソーシャルビ
ジネスにおける社会的課題に対して多くの研究者の関
心は高い。そこでの議論の対象は，国内外の環境，福
祉，教育，途上国支援など多岐にわたる領域であり，
そこでは，社会的課題に取り組むソーシャルビジネス
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が活発化し，日本社会においても，政府，企業，そし
て NPO/NGO セクターの積極的な取り組みの実践が
議論されている。しかし，本節では，特に論文の目的
に関連するソーシャルビジネスの定義と若干の現状に
ついて取り上げ，近年の社会起業家の活動を理解する
際に重要となる，フェアトレードの歴史的展開につい
て触れることにする。
ソーシャルビジネスの定義
先ず，従来までのソーシャルビジネスの範囲や活動
内容などから，ソーシャルビジネスの定義を示してお
こう。そもそも，ソーシャルビジネスで手掛ける事業
と政府などの行政機関や企業の純粋な営利事業との違
いとは何であろうか。谷本（2006）はこの内容に関し
て次の様に指摘している。一つは「政府・行政の対応
を超える領域」。これは，福祉，教育，環境，健康，
貧困，コミュニティ再開発，途上国支援など，従来ま
では政府・行政が担ってきた領域であり，これらは従
来までの対応から漏れたソーシャルビジネスの取り組
みである。二つは「市場の対応を超える領域」。政府
や行政が独占的に行うことで維持してきた領域だが，
市場が小さく利潤が確保できにくい領域であるため，
ソーシャルビジネスの事業モデルと戦略で対応するよ
うになったものである，と整理している。この整理を
踏まえ，谷本は，日本における社会的企業は「社会性
（socialmission）」「事業性（socialbusiness）」「革新
性（social innovation）」という三つの要件を有する事
業体と指摘している3）。後に，この整理は，経済産業
省の「ソーシャルビジネス研究会報告書」（2008）で
示され，この三つを備えた活動をソーシャルビジネス
と定義している。尚，同報告書では，従来までの「コ
ミュニティビジネス」とソーシャルビジネスの関係性
について言及し，両者はともに社会的課題を解決する
ミッションとされるが，一方のコミュニティビジネス
には一定の地理的範囲があるとし，他方のソーシャル
ビジネスはその制約はない，と説明している。
尚，これらの定義に関して，村山（2017）は，各国
での歴史的発展性がその背後に存在し，中でもヨー
ロッパでの発展史からは，商売をする「もう一つのや
り方」と捉えられ，通常は，政府とも純粋営利組織と
も異なるサードセクターと位置付けられること，それ
ぞれの国では法的に社会的企業が定義され，その枠組
の中で発展したと指摘している（村山，2017）。尚，
OECD（2010）では，これらの各国の枠組を「協同組
合モデル」（イタリア，ポルトガル，フランス，ポー
ランドなど）「会社モデル」（ベルギー，イギリスな
ど）「自由選択型モデル」（フィンランド，イタリアな
ど）の3つに分類している。村山はこの OECDの分類
に関して，いずれの形態においても何らかの形で利益
配分などに関する規制を行っていることが共通である
と指摘している。
ソーシャルビジネスに関する議論
伊藤・沼田（2015）は，社会的課題やさまざまな
ニーズを「市場」として捉え，それの解決のための取
り組み，持続可能な事業活動として展開する「ソー
シャルビジネス」に注目し，「新しい公共」という観
点から議論を進め，さらにソーシャルビジネス事業者
の多様性（「対価収入積極獲得型」「非営利資源積極活
用型」）について議論を踏まえ，ソーシャルビジネス
事業者と企業との連携・協働の必要性も指摘している
（伊藤・沼田，2015）。また，山中（2012）は，経済産
業省が選定し公表した「日本を代表するソーシャルビ
ジネス55選」に基づき，ソーシャルビジネスの事業形
態，社会起業家のリーダーシップの観点，女性社会起
業家の強みなどにも言及し考察している（山中，
2012）。このように，ソーシャルビジネスの現状に関
する個々の議論，市場や雇用の規模，支援組織，政
策，資金調達，さらに社会起業家育成支援など，多く
の論点があるものの，それらの詳しい内容については
他の機会に譲ることとする。
フェアトレードの歴史的展開を踏まえて
上で述べたように，ソーシャルビジネスはさまざま
な展開がなされ，多くの議論が行われてきたが，今日
の社会起業家が取り組む活動の中には，いわゆる，
フェアトレード（FairTrade）の観点から取り組む活
動も多く見られるようになってきた。この動きが，こ
れまでのソーシャルビジネスの中でも意義が大きいと
筆者は考えている。特に，途上国におけるそれらの活
動の中には，新たなソーシャル・イノベーションによ
る新たな価値を創出する活動に筆者はとりわけ着目し
ている。そこで以下では，フェアトレードの歴史的な
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発展段階を簡潔に整理し，後述する DariK 社の活動
についてフェアトレードのどのような側面に焦点を当
てた議論が重要なのか，その内容を確認することとす
る。
フェアトレードは，途上国の生産者に公正な対価を
支払う草の根レベルの貿易として始められ育ってきた
取引形態の総称であり，長い歴史の中で徐々に変化し
発展してきた。そのため多様な定義が用いられてい
る。たとえば，国際フェアトレード協会（IFAT）は
「対話・透明性・尊敬に基づいて，国際貿易における
より大きな公平さを追求する貿易パートナーシップで
ある。社会的に排除された，特に南の生産者や労働者
に対して，より良い貿易条件を提供し，彼らの権利を
確保することによって，持続的発展に貢献する」とす
る 4）。また，辻村（2008）は，IFAT の定義を踏ま
え，より簡潔に「サプライチェーンにおける調達価格
の引き上げにより，途上国の生産者の生計・福祉の改
善を目指すもの」と説明している（辻村，2008）。
フェアトレードの歴史的展開については，以下に，
畑山（2013）の指摘に基づき簡潔に示しておく。畑山
は「フェアトレードの起源となる活動は，1940年代に
慈善活動として開始され，1960年代は南北問題という
背景の中で独自な運動へと発展し，1980年代には「自
由市場」という新しい問題が発見され…中略…，そこ
で「公正」という言葉が使用されるようになり，フェ
アトレードの基礎が形成された」と指摘する。さらに
「1980年代から1990年代にフェアトレードの内部にお
いて市場志向が台頭し，急速にそのメインストリーム
化が促進した」と指摘している。
その中で，畑山は1980年代から1990年代の段階的発
展期において，フェアトレードのメインストリームと
しての全体構造について，社会的背景の論点を加えな
がら，（1）NPO の商業化，（2）社会的企業の登場，
（3）CSR の高まりを段階的に提示し，フェアトレー
ドの変容について，一つは市場志向の促進によるマー
ケティング・ブランド化，二つは CSR としてのフェ
アトレードの方向を示している。そうした進展の中
で，変化の内容や方向を問題視することから，今日の
フェアトレード認証ラベル制度が創設されてきたので
ある5）。こうしてフェアトレードの枠組が次第に形成
されてきたと指摘している。遡れば，イギリスやアメ
リカで始まった慈善活動から，社会運動とその対抗の
歴史，そうした中で，一方で自由貿易への抵抗として
の公正貿易，他方で市場志向的フェアトレードの発展
経緯を整理している（畑山，2013）。本稿では，こう
したフェアトレードの発展の歴史を踏まえた上で，特
に，畑山が指摘している市場志向的フェアトレードの
促進の側面に焦点を当て，より具体的な活動を想定し
た議論を進めることとする。
（2）　ソーシャル・イノベーションとしての今日的展開
最近のソーシャルビジネスの展開
近年，多岐にわたる領域で多様なソーシャルビジネ
スが国内外で展開している。環境，福祉，教育，途上
国支援などだが，谷本編（2015）では，我が国の少子
高齢化時代における社会的課題について，たとえば，
特定非営利活動法人「フローレンス」（病児保育問題
の領域），㈱キャリア・マム（在宅ワーカー（主婦）
を活用するマーケティング領域），特定非非営利活動
法人「ケア・センターやわらぎ」（在宅介護による高
齢者・障害者支援の領域）など，新たな組織活動の事
業内容が考察されていることは注目できる。
国際的な社会起業家の登場
国内で活動するソーシャルビジネスの他に，近年，
国際社会で活動する社会起業家も多くなってきてい
る。特に，貧困な途上国におけるいくつかの活動につ
いて指摘しておこう。
先ず，世界銀行のデータに基づき国際的な貧困地域
の状況について，表1と図1に国際的な地域貧困率を示
す。貧困率とは1日当たり所得が1.9米ドル以下の割合
を指すが，世界全体で10.94％，貧困人口は7億8200万
人に上る（2013年）。地域格差も大きく，東南アジア
地域も未だ高い状況にある。
世界の貧困地域では，栄養不足，飲料水の安全性の
問題，そして初等教育の不備により非就学率が高いな
ど社会的な課題が多く存在し深刻な状態にある。そう
した課題解決を目的としたソーシャルビジネスとして
の起業家の活動が行われてきている。
こうした世界の貧困地域における社会貢献に向け，
発展途上国での活動に目を向ける若手社会起業家の動
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きが活発化してきている。この様な動きの中，世界の
貧困地域におけるそれぞれの地域の特性に対応し，彼
らが産業育成をどの様に進めてきているのか触れてお
こう。先に述べたように，一般に，フェアトレードと
いうビジネススキームがあるが，先の定義によれば，
途上国の貧困地域の産業を育て，製品などを公正な価
格で購入し，先進国では適正価格で販売して，結果，
途上国の所得向上を図る活動である。貧困地域の経済
活性化に有効な手法として，今，30代を中心とした若
い起業家達が実践している活動にもそのビジネスス
キームを活用した起業化が出現している。図表2に，
現在の新興国・途上国支援に向けた若い国際的な社会
起業家の主たる活動状況を示す。
図2に示すように，近年，社会起業家といわれる活
動家が次々と登場している。これらは，ビジネスを通
して，貧困や介護，環境破壊などの社会的問題の改善
を目指す企業活動である。たとえば，バングラデシュ
で貧困層の自立支援に取り組んだムハマド・ユヌスは
ノーベル平和賞を受賞（2006年）したが，このニュー
スは社会起業家の活動が日本でも知られる契機とも
なった。たとえば，2000年代，日本人の社会起業家の
先駆けとして，マザーハウス社の山口絵理子はバング
ラデシュで生産環境に配慮したバッグの生産・販売の
事業，また HASUNA 社の白木夏子はペルーなど他で
フェアトレードで生産したダイヤモンドやゴールド素
材のアクセサリーの製造・販売の事業を立ち上げて成
表1　国際貧困ラインに基づく地域別貧困率（2013年）
地域
貧困率
（ %）
貧困層の数
（百万人）
東アジア・大洋州地域 3.64 73.17
ヨーロッパ・中央アジア地域 1.59 7.67
ラテンアメリカ・カリブ海地域 4.54 27.80
中央・北アフリカ地域 2.66 9.55
その他高所得国 0.61 6.38
南アジア地域 15.14 257.32
サブサハラ・アフリカ地域 42.29 400.79
途上国全体 12.71 776.29
世界全体 10.94 782.68
出所：世界銀行より作成
世界全体
0 10 20 30 40 50 （％）
途中国全体
サブサハラ・アフリカ地域
南アジア地域
その他高所得国
中央・北アフリカ
ラテンアメリカ・カリブ海地域
ヨーロッパ・中央アジア地域
東アジア・大洋州地域
図1　国際貧困ラインに基づく地域別貧困率（2013年）
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功している。その後，図2に示すように，世界各地で
新たな社会起業家が続々と活動している。いずれの起
業家にも共通する視点は，「途上国支援」という理念
を掲げている一方で，彼らが取り扱う商品は多様な消
費者のニーズを捉え，従来の「売り場重視」ではな
い，「買い場重視」の視点に立つ「買い手目線」を重
視するビジネス活動として成立させていることに大き
な特徴がある。
次第に，日本においてもフェアトレードの認知度と
流通規模は拡大し，国際協力機構・JICA の事業にお
いても，その啓発活動は増加している。図2で示した
活動の他に，途上国の制度や体制支援の事例，生産者
支援の事例なども展開しているが，詳細については
JICA事業を説明する他稿に譲ることとしたい6）。
さて，我々は，これまでにも21世紀の市場において
商品成立の条件として，従来までの生産価値と消費価
値で規定される市場性の側面だけでなく，その商品が
従来とは異なり，今日の社会的な課題に対し，新たに
どのような役割や意義・価値を与え得るかという，商
品の社会性の側面の需要性について指摘し，商品の市
場性と社会性という二つの側面から現代商品としての
品質の充実が重要であるとの議論を示してきた7）。そ
の論点を踏まえて，貧困地域での産業化において，
フェアトレードというビジネススキームにより生産さ
れる商品について，改めて商品としての社会的価値の
再構築がさらに重要となると考えている。そこでは，
新たな商品の生産・技術指導により，現地での事業化
が高度化され，そこから魅力的な工夫が施された商品
開発が実現し，従来とは異なる商品価値を提供できる
産業に生まれ変わることが可能となる。従来のブラン
ド価値に捉われがちな現代の消費者ニーズに，どのよ
うな新たな評価の視点を生もうとしているのか，消費
者目線に合致する商品提案の意味も含めて，ソーシャ
ルビジネスの議論も必要となってきているのである。
この視点から第3節では，DariK 社（京都）の事業展
開に着目し，社会起業家の吉野慶一氏が目指す事業構
想とその実践について，その中では商品の社会性の議
論も加えて考察する。
イノベーションとしてのソーシャルビジネス
さて，イノベーションとは，単に技術革新を中心と
した議論ではない。それは，新たな価値を生み出し，
社会，特に経済的側面に大きな変化を起こす革新的な
活動の総体を指す言葉と理解する。
先に述べたが，谷本他（2015）はさまざまな内外の
出所　a：日本経済新聞（2015年5月25日）
　　　b：日経アーキテクチュア（2017年3月9日）
　　　c：日経産業新聞（2018年5月9日），週刊アエラ（2018年2月5日）を基に修正し作成
図2　新興国・途上国支援で成果を上げる社会起業家
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社会的課題に対して新たな発想の重要性に言及し，
ソーシャル・イノベーションという視点から社会的課
題の解決に取り組むべき新しい制度の構築や再編成，
新しいビジネスの仕組みを指摘し考察している。本稿
では，ソーシャル・イノベーションを「福祉，環境，
貧困，途上国への産業育成などの社会的課題に挑戦す
るビジネスの立場を明確にした上で，生み出す利益
を，企業の利益のみならず社会的利益として還元する
ことを実現する革新的活動」と捉えることにする。今
日，市場が成熟し，経済が停滞を続け，内外での激し
い競争が展開する中，日本や国際社会においても新た
な価値を生み出すイノベーションは極めて重要視され
ている。ローカルあるいはグローバルなコミュニティ
において顕在化する社会的セクターの諸課題に対し，
どの様なビジネス手法を採用し，如何に経済的あるい
は社会的成果を挙げ得るのか。それによりどのような
社会変革が創出されるのか。現在の市場の経済的価値
や社会的価値を創出した仕組を越えて，市場社会の諸
制度やビジネスの在り方を大きく変革する活動を想定
した議論となる。決して，特定の地域経済が活性化す
るだけではない。地域社会の暮らし方，産業や市場の
システムが変わり，人々の生活意識の変革がもたらさ
れること，社会全体の利益創出に繋がるダイナミック
な変革，それに挑む起業（企業）化の事業活動に注目
しなければなるまい。変革を促す具体的考察が希求さ
れる。
以上，今日までどのような経緯でソーシャルビジネ
スが発展してきているのか，その活動がソーシャル・
イノベーションを創出する契機となることなど，これ
までの論点をもとに，次節では，国際社会における社
会起業家の具体的な活動に焦点を当て，その事業化へ
の課題をどの様に解決し，ビジネス化に至ったのか，
特に，ソーシャルビジネス化のプロセスの中で，さら
なる発展性へのエンジンをどう動かしてきたのかを明
確化し，今後のさらなる展開への期待をこめて議論を
進めたい。
3．社会起業家・吉野慶一氏が目指す DariK（株）
のソーシャルビジネス創出とその構想―イン
ドネシア産カカオ豆生産・販売事業における
フェアトレードの実現―
本節では，一人の国際的な視点に立つ社会起業家を
取り上げ，彼のビジネス活動を通し，如何に発展途上
国という現地での社会的課題解決の事業をどう立ち上
げ発展させていったのか，そのための多様な取り組
み，工夫，さらには起業家としての想いを辿りなが
ら，今後へ向けた国際的なソーシャルビジネスの活動
の在り方，ヒントを探ることとしたい。一般に，海
外，特に途上国でのソーシャルビジネスの活動の振興
は，如何にハードルが高く，難解なバリアがあること
が容易に予想される。実際の活動において起業家とし
て，何を想い，どの様な姿勢で活動を始動し，現地の
人々と関係構築を図ってきたのか，社会的な事業にど
う組み込み立ち上げてきたのかなど，地域社会での人
との出会いや活動経過を振り返りながら，事業化の始
動と事業の安定化への工夫，開発商品の社会的適合性
（実際には市場適合性）について検討しながら，国際
的な課題に対する活動への接近と，事業化のステップ
アップの策，事業価値を高めるプロセスを分析してい
くこととしたい。
（1）社会起業家としての経営者の視線
DariK（株）は，代表取締役・吉野慶一氏がインド
ネシア産カカオ豆の生産指導・輸入による，チョコ
レートの製造・販売事業を2011年3月に起業した企業
である。そもそも，起業への意識の発端として，吉野
はチョコレートの製造・販売事業に関して，一体，何
に注目し，疑問を抱き，事業化への発想を広げ，今日
の社会性の意味ある事業として起業化するに至ったの
であろうか。
吉野は，学生時代から世界各地にバックパックの旅
を続け，その後，金融業界に約3年間身を置いてい
た。2010年春に韓国を旅した折，世界のカカオ豆の生
産動向のデータに初めて目を留めたという。それは，
世界のカカオ豆の生産国として，アフリカ地域（ガー
ナやコートジボアール等）や中南米地域（ブラジル，
53ソーシャルビジネスの市場適合に向けて
エクアドル等）であるとの知識を持っていたところ，
アジア圏のインドネシアが世界でも上位の生産国であ
る情報を知り，強い違和感を覚えたという。つまり，
日本でのインドネシア産のカカオ豆の知名度は余りに
低い。にもかかわらず，生産量が大変大きいという真
逆の情報を知り，何故，日本は遠い国から輸入するの
かと疑問を持ったという。表2と図3に世界のカカオ豆
生産状況（2016/2017年推定），表3と図4に日本へのカ
カオ豆輸入状況（2016年）を示す。
図表から2016年現在，世界のカカオ豆の生産状況
は，コートジボワール，ガーナに続き，アジア圏のイ
ンドネシアは第3位に位置している。一方，日本への
カカオ豆の輸入では，ガーナ産が突出し，次いでエク
アドル，ベネズエラでほぼ9割強を占めている。現在
のインドネシア産カカオ豆の日本の輸入量は，0.2％
（2016年）という低位の状況である。当時の吉野氏の
最大の違和感・疑問は，インドネシアは世界的にカカ
オ豆産出国であり，同じアジア圏という地理的条件の
良さを持つ国であるにもかかわらず，何故，このよう
に僅少の輸入量の状況に留まっているのかと納得しか
ねるものであった。常識的に考えれば，当然，国際取
引上の物流コストも抑えられるのに，何故，インドネ
表2　世界国別カカオ豆生産量（2016/2017推定）
国名 生産量（万トン） 生産量（1000トン）
コートジボワール 198 1,980
ガーナ 95 950
インドネシア 31 310
エクアドル 27 270
カメルーン 24 240
ナイジェリア 22 220
ブラジル 19 190
出所：日本チョコレート・ココア協会 HP，「チョコレート・ココアの統計・規約」世界国別カカオ豆生
産量推移を基に作成
図3　世界国別カカオ豆生産量（2016/2017推定）
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シア産カカオ豆の輸入量がこうした低位な状況なの
か。一体，そこにはどの様な背景，原因が潜んでいる
のか。吉野は，即，2010年8月にインドネシアに出向
き実態調査を開始した。
結果，インドネシア産カカオ豆の品質の低さが大き
な課題であることに気付いていく。そこで，彼は，現
地におけるカカオ豆の品質改善が最優先の課題である
と認識し，それを解決することで，鮮度の良い付加価
値の高いチョコレート生産販売の新たな事業化への道
筋を探れるのではないかと思いを抱くに至った。当時
の他のカカオ豆輸出先進国と同程度のカカオ豆の品質
を確保できれば，必ず，日本への輸入状況は改善し，
同時に，インドネシアにおけるカカオ豆の生産活動が
活発化して地元農家の経済力を高めることにも貢献で
きると確信する。もし，カカオ豆事業により農家の収
入安定が確保できれば，貧困なアジア地域の活性化へ
の一つの道筋が見えてくると考えた。インドネシアの
カカオ豆の品質改良による生産体制を実現する生産地
域・農家との新たな関係性を構築し，その関係性に基
づく所得向上で地域社会へも貢献活動を広げられると
の意義を確信し，彼の構想は広がっていった。彼はこ
の構想を胸に秘め，調査から帰国した。しかも，その
帰国の際には，インドネシア産カカオ豆（5日間の発
酵を施した豆）約600㎏（麻袋10袋）を約50万円で仕
出所：日本チョコレート・ココア協会 HP，「チョコレート・ココアの統計・規約」日本の主要カカオ豆国別輸
入量推移を基に作成
表3　日本の主要カカオ豆国別輸入量（2016）
国名 輸入量（ %） 輸入量（トン）
ガーナ 77.0 % 48,669
ベネズエラ 8.9 % 5,653
エクアドル 6.6 % 4,185
コートジボワール 2.8 % 1,770
ドミニカ共和国 1.7 % 1,061
インドネシア 0.2 % 117
全体合計 100.0 % 63,191
ガーナ
77.0％
ベネズエラ
8.9％
エクアドル
6.6%
ドミニカ共和国
1.7% インドネシア
0.2%
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ボワール
2.8%
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55ソーシャルビジネスの市場適合に向けて
入れて帰国した。その後，国内菓子メーカーとの連携
を図ろうとしたが，当然，インドネシア産カカオ豆は
相手にしてもらえない。チョコレート製造販売では全
くの素人の吉野は，およそ3ヶ月の手探りの時期，試
行錯誤を繰り返す。
そもそも書籍やインターネット上で，チョコレート
菓子の作り方に関するレシピ情報は無数にあるが，そ
れは全て既製の製菓用チョコレートを溶かして加工す
るところからはじまり，生のカカオ豆からチョコレー
トを作るという情報は，当時は皆無に等しい状況だっ
た。全く情報のない中，原料は手元にあっても，その
加工ができない状況では埒が明かないと試行錯誤を重
ね，カカオ豆の焙煎温度・時間の選定から外皮の除
去，豆の磨砕から最終商品であるチョコレートまです
べての工程を手作業で製造する自社独自の生産システ
ムを確立していった。苦労の上に，独自の生産システ
ムによりチョコレート生産を自ら開始する訳だが，こ
の貴重な経験こそが，その後の DariK 社の本物志向
の企業姿勢を決定的に確立していくことに繋がってい
く。
一方，それまで金融マンとしての経験しかなかった
素人の吉野は，出来上がったチョコレートを販売する
ために店舗を借り，製菓業の営業許可の取得から販売
員の雇用，雑誌の掲載や百貨店への売り込み，そして
肝心の会社設立のための登記準備など，矢継ぎ早に起
業準備を進めた。
2011年1月後半にインドネシアから帰国して僅か2ヶ
月にもかからずにこれらの猛準備をこなし，2011年3
月には，インドネシアにおけるカカオ豆の生産技術指
導・輸入，日本国内での販売という，新たなソーシャ
ルビジネスの起業化へと始動したのである。
（2）	 インドネシアの基本的情報，そしてカカオ豆生
産農家の実情と生産文化
インドネシアの基本的情報，カカオ豆生産農家の実
情
世界の貧困地域の中の一つの国としてインドネシア
共和国（これ以降インドネシアと表記）は存在してい
る。国土が本島5つの他に多くの島々から構成されて
いるため，国内における経済的格差も大きい。吉野が
展開するカカオ豆の生産地はインドネシア中部の赤道
直下の島・スラウェシ島である。ここで，インドネシ
アの基本的情報を示し，カカオ豆生産農家の現場を理
解しておこう。データは2010年現在のものである。イ
ンドネシアは国土面積が1,919,440km2であり，約
13,000の島々から構成される国である。国の行政区分
は34州からなり，さらに県・市，郡，区・村に至る組
織構成である。人口は237,641,326人，本島の5つの島
（ジャワ，スマトラ，スラウェシ，カリマンタン，パ
プア）に国民全体の約8割強が生活している。第一位
のジャワ島に57.48 %，第二位のスマトラ島に21.31 %
であり，第三位のスラウェシ島は17,359,398人であ
り，国の7.31 % を占めている。この島がカカオ豆生産
事業の中心的役割を担う島である。スラウェシ島の中
でも，本事業の中心となる地域は西スラウェシ州で，
そこでは1,158,651人（約0.49 %）が生活している。一
方，文化・教育面では，インドネシアの国民の87.2 %
はイスラム教徒で，小・中学校には義務教育制が引か
れ，識字率，純就学率ともに9割を超える国である。
さて，スラウェシ島は，174,600km2の面積を持つ，
島の形状は特徴的なアルファベット「K」字状をして
おり，地形は複雑な山岳地帯である。尚，この「K」
字状は DariK 社の企業名の由来の理由の一つでもあ
る。島の行政単位は6州からなり，本事業の中心地域
の西スラウェシ州は6県から構成される。主たる産業
は，農業・漁業・鉱業で，農業（ココヤシ，米，カカ
オ豆，コーヒーで大部分は小規模農園で家族経営だ
が，近年は民間企業による大規模化も進展する），漁
業は海洋漁業（マグロなど）や沿岸部養殖漁業（輸出
向けエビ，国内向けミルクフィッシュなど）。また，
鉱業は山岳地帯に埋蔵するニッケル，亜鉛，鉛，石灰
岩，マンガン，クロムなどの採掘業である。カカオ豆
生産事業に関わる西スラウェシ州のポレワリ・マンダ
ル県（県都はポレワリ，人口は396,120人）は，農業
が盛んで，稲作やカカオ豆，ココナッツなどの栽培に
適した肥沃な土地で，養殖漁業も行われている。
インドネシアの経済状況を一覧すれば，たとえば，
1人当たり GDP・Nominal は3,362（USD），また総
GDP・Nominal は858.96（BillionUSD）であり，1人
の1月当たり平均支出額は73.19（USD）である8）。西
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スラウェシ州ではこの内容はさらに下回り，一般の農
家の経済状態はさらに低位の状態である。一般に，世
界のカカオ生産国の1人当たりの GDP は，およそ
1,500～3,000ドルの国々がほとんどであり，農家の所
得はさらにその半分程度の750ドル～1,500ドル程度だ
が，これを日本円に換算すると7.5～15万円位に相当
する。世界のカカオ豆生産農家の年間所得の低位な実
態がおのずと想像される。
先にも示したが，世界のカカオ豆の生産高ではイン
ドネシアは世界で第三位であるにもかかわらず，日本
には約0.2％しか輸入されていないというのが実情で
あった。また，当時，スラウェシ島の農業産品は，主
として自給作物としてはトウモロコシやコメが，商品
作物としてはコーヒーや香辛料などであり，カカオ豆
の生産は取引価格の低い未発酵のものがほとんどであ
り，経済状況を高めるものではなかった。こうした島
の農家の活動と経済的な状態を目の当たりにして，吉
野はカカオ豆の生産システムの改善を強く意識するこ
とになる。
カカオ豆農家の生産文化
カカオ豆の農業生産活動を改善することにより，地
域経済の活性化を実現できないかとの考えの下，吉野
はその後の現地での聞き取り調査や関連の情報収集を
した結果，インドネシアには，もともとカカオ豆を発
酵させるという生産文化がないこと，農家は低品質の
豆を生産・販売することを至極当たり前の事と捉えて
いること，に行きつく。長年，現地の農家が慣れ親し
んできた日常的な生産方式や生活文化，低い労働意欲
という大きな壁がそこにはあった。想像するに，地域
の文化や歴史的な背景を変革することは，個人が挑む
には余りにも時間がかかり容易ではないだろう。そこ
で，吉野が最初に意識したことは，まずはインドネシ
ア産カカオ豆の品質向上の重要性を徹底的に理解させ
ること，そのために何をするか，どう価値を高める
か。その意義は何か，共有できる現地の農家のキー
パーソンを見出すことであった。次いで，現地の核と
なる人を通して，徐々に地域の人々との信頼関係を築
き，農家の人々の生活を少しでも楽にできること，
「幸せに暮らすこと」を目指す活動となることであ
り，実現できる活動であるという，カカオ豆事業の安
定的な経済的インセンティブを理解させる地味で多様
な働きかけ，話し合いと交流の輪を広げていった。
しかしながら，日本から来た見ず知らずの人間が，
たとえ，カカオ豆の品質向上の大切さを熱く語ったと
しても，一体，誰が共感し信頼するだろうか。そもそ
も，農家には，カカオ豆の生産性を高める意図，品質
の良いものを作ろうとする労働意欲など存在していな
かったのだから。
つまり，当時のインドネシア・スラウェシ島の実情
を描くと，貧困な経済状況にはあるが，住民はそれな
りの生活を維持していること，さらにカカオ豆生産農
家の人々は，今まで美味なチョコレートを一度も口に
したことがなく，発酵させたカカオ豆を高値で買い取
るというシステムも知らず，苦労や工夫が評価される
経験もなく，労働意欲を高めるインセンティブのない
環境であったこと，こうした背景ゆえに，農家にとっ
て，カカオ豆の品質に対する経済的インセンティブの
意識は欠如していたというのが，この事業を始めるま
での実態であった。
（3）	 Dari	K（株）の起業化への仕組み構築，フェア
トレードを実現するソーシャルビジネスモデル
化への軌跡
こうして，吉野は現地で約1ヶ月，カカオ農家の家
に泊まり込みで事前の調査と聞き取りの中で，現地の
実態，事業開始の課題として，何をポイントとして捉
えたのか？　筆者は，本事例の起業化のプロセスに
沿って，以下の，〈1〉〈2〉〈3〉の3つの項目に焦点を
当てて考察した。この整理から，現在までの DariK
社の国際的なソーシャルビジネス誕生への歩み，市場
成果を高める自社のビジネスモデルの構築と本格的な
起業化に至るプロセスを探ることになる。先に示した
様に，当初の島の農家の意識変革という課題に向けど
の様な取り組みから開始したのか，その後の有効な生
産活動への技術指導や生産事業のシステム，また，継
続的な事業化へのサポートなど，起業化への有効な道
筋を検証することとしたい。
吉野の最初のアクションは，「とにかく現地の農家
の立場に立つこと」であったという。大学時代に開発
経済に興味を持っていた彼は，国際開発や開発援助の
57ソーシャルビジネスの市場適合に向けて
文脈では海外ドナーによる援助国の考えが，被援助国
のニーズに必ずしも合致していないケースが存在し，
ドナーの価値観の押し付けになる場合もあるというこ
とを学んでいた。そこで彼は，インドネシアでは確か
にカカオ豆の品質が低いのは事実であるが，その品質
を向上し，販売価格を上げることを現地の農家が望ん
でいるのか，自分のエゴになっていないかを確認する
ために，現地のカカオ農家の家で寝泊まりすることを
依頼し，農家の本音を聞き出すことに注力を傾けた。
まさに，こうした行為を生む彼の独特な着眼点と優れ
た行動力の源に，吉野の起業家魂があると，筆者は指
摘したい。
現地での調査と彼の悶々とした思索，試行錯誤など
の過程を通して，次第に，インドネシア産カカオ豆の
生産販売事業の起業構想が煮詰まり，フェアトレード
によるソーシャルビジネスの創業へのプロセスを明確
化し，国際的なソーシャルビジネスモデルのイメージ
を具体化していくことに繋がった。
〈1〉従来までのカカオ豆農家の課題
（1）カカオ豆生産の過程では，未発酵の品質の低いカ
カオ豆生産状態が続いていた。
この地域では，従来，「発酵」させないカカオ豆
で，一律に低価格で業者が買い取っていたので，「発
酵」を積極的に行うインセンティブがなかった。そこ
で，吉野は，現地のキーパーソンと相談をし，発酵さ
せることで品質を高め，高収入に繋がることの重要性
を認識させて，他の農家も引き込み，交流の活発化を
通じ，次第に「発酵」に対する理解者を増していっ
た。
（2）「発酵技術」浸透の重要性とその拡大，安定収入
の仕組みづくり
（1）で述べた「発酵技術」の現地農家への指導の意
義は，技術指導によるカカオの品質向上を確実に実現
し，この高品質のカカオ豆を DariK 社が全量買い取
ることで，農家の収入を保証することにある。こうし
た仕組みを作り，農家の安定的な収入確保に繋がるこ
とを地域農家に情報として根気よく理解させ，カカオ
豆の品質向上の啓発活動と所得向上の実現を実態とし
て認識させることに焦点を当て普及させていく。つま
り，DariK 社の事業の基盤である高品質のカカオ豆
の安定的入手のため，適切な発酵を施した付加価値の
高い豆の生産農家に対しては，買い取り価格をプレミ
アム価格（市場価格より2～3割高い）にし，現地の農
家の人々に経済的インセンティブを高め，新たにカカ
オ豆生産に対する労働意欲を刺激し，生産活動への愛
着感（働く意欲）を育てることにより，農家の収入増
と地域経済の活性化を実現させていくことに繋がって
いった。
〈2〉	現地での信頼関係づくり，そして発酵技術指導
の意義と品質維持
（1）信頼関係づくり
カカオ農家との信頼関係の構築が初めから順風満帆
にいったわけではない。日本で生まれ育ち，イギリス
の大学院を出た吉野と，インドネシアでも発展度合い
の低いスラウェシ島の農家・農民が，言葉も価値観も
全く異なる環境下においてすぐに分かり合えるほど現
実は甘くない。
インドネシア人は総じて親日的で，また国民性とし
ても非常に朗らかである一方で，突然やってきた外国
人に対し，本音を打ち明けることはないと考えていた
彼は，対話というよりも観察から入った。急に質問攻
めをすることで農家に対し，何かを探られているよう
な警戒感を抱かせてしまっては本末転倒になる。そこ
で，とにかく寝食を共にして，農家がどのような生活
をしていて，換金作物であるカカオにどう向き合って
いるかを一緒に生活する中で見ることにしたのだ。
吉野が，現地で最初の農家訪問の時の出会いは，残
念ながら恵まれなかった。が，その後，現地の紹介者
ウマール（農学系の大卒・当時29歳）に，質の高い農
家の紹介を依頼する。そこで出会ったのが，自発的に
発酵を行っていた農家のヘルウィン（農学系の大卒・
当時36歳）であった。ヘルウィンとの出会いは，その
後の現地での品質向上の活動を活性化することに大き
く貢献していく。そしてさらに，村で，農業機械・器
具などの使い方の技術を教えていたイチャル（工業系
大卒・当時39歳）と出会うことになる。
ヘルウィンは農家では珍しく，大学を出て農業の知
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識もあり，村では他の農家から頼られるリーダー的な
存在であった。彼はカカオ豆を収穫後に発酵すること
で，のちにチョコレートになったときに香りがよくな
るという知識を有しており，高品質なカカオ豆を作る
には発酵の工程が不可欠であることを知っていた。し
かし，カカオ豆の発酵の有無にかかわらず，買い取り
価格はほとんど変わらないという現実に直面し，彼自
身は高品質なカカオ豆を作って高単価で売りたいと思
うのにその出口がないことを嘆いていた。従来まで，
彼自身はインドネシアのカカオ豆の品質向上には適切
な発酵が必要だと強い思いを有しており，周りの農家
にも発酵の重要性を説いていた。が，発酵した高品質
カカオ豆の需要がないという理由から，彼自身はやり
がいを喪失していた時期だった。
ちょうど，そうした状況の折に吉野がスラウェシ島
を訪れ，発酵の重要性を強く主張し，また発酵したカ
カオ豆を高値で買い取るとの彼の明瞭なオファーは，
まさしく，ヘルウィンにとって吉野は救世主的な出現
と受け止めたことだろう。一方，吉野にとっても，発
酵を率先して手掛けるだけでなく，周りの農家を巻き
込む農家のリーダー的なヘルウィンの存在は，極めて
重要な意味を持ち，両者にとって運命的なパートナー
との出会いとなっていった。
こうして，吉野は，徐々に現地で積極的に実践して
いる農家とのネットワークを広げながら，毎月のよう
に現地に通い，彼の持ち前のマネジメント力を発揮し
て，現地での起業に向けた必要な信頼関係の基盤づく
りを始めていく。
（2）キーパーソンの存在，信頼する仲間達との遭遇
さて，先に紹介した現地の3人は，まさに，吉野の
起業化プロジェクトの実現において，もっとも重要な
役割を果たしたキーパーソン達である。
ヘルウィンを吉野に紹介したウマールは，スラウェ
シ島内の大学で農学を専攻していたにもかかわらず，
小規模農家が趨勢を占めるスラウェシ島の農業では，
自身で農家になる以外，農業の仕事に就くことは難し
く，農業の知識を持て余しつつも，別の仕事に就く状
態であった。ちょうど吉野と出会ったときは職もない
時で，大学時代にプロジェクトでカカオ農家を支援し
ていた経験から，吉野をカカオ農家に引き合わせたと
いう。自家用車もなく，ウマールと吉野は夜行バスで
10時間ほどかけて，スラウェシの中心都市であるマ
カッサルからカカオ栽培の盛んな地域へと向かい，そ
こから農家のバイクを借りて，朝から晩まで共に農園
巡りをしたという。
また，当時のイチャルもユニークな存在で，定職を
持たず，スラウェシの農家をまわり，農業の技術指導
をしていた。どの組織にも属さず，また所得の低い農
家からコンサルタント費などを徴収することも当然出
来ないので，彼は農家に技術指導をするかわりに，農
家の家に泊まり込み，食事を提供してもらう生活を続
けていたという。
ウマール，イチャル，ヘルウィンの彼ら3人に共通
する認識は，カカオの栽培ノウハウをしっかり意識し
ているか否かに，スラウェシの農家の未来がかかって
いるという視点であった。スラウェシ島はインドネシ
アのカカオ生産の約8割を占めており，インドネシア
のカカオ産業はスラウェシ島にかかっているといって
も過言ではない。そのスラウェシ島の主要産業は農業
であり，中でも50万～60万人いるといわれるカカオ農
家にとって，生産性の向上や品質の向上は収入を上げ
るための必須条件であるため，彼らの共通認識である
カカオ栽培の知識を，現地農家にしっかり植え付ける
ことが最重要なことと考えていた。
彼らは，まさしく3人組としてその後も活動をす
る。現地の農家の人にカカオ豆の発酵の重要性を説
き，実際の方法や管理も教え，カカオ豆の品質が向上
すること，それによる経済的なインセンティブを理解
させている。農家のカカオ豆の生産活動の幅を広げ，
さらなる意欲を刺激する。こうした活動で中心的役割
を担い継続して実践している。次第に，島民の生産者
としての情熱も増して，遅々としているが，生産者と
しての成長も期待できる状況へと変化してきていると
いう。
現在，彼らは「UIH」グループとして，現地での品
質の良いカカオ豆の調達プロジェクトを新たにつく
り，海外大手企業との調達業務もこなしているとい
う。吉野と3人の信頼する仲間との遭遇から始まり，
彼らがチームとしての経済的生産・営業活動を発揮す
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る契機となり，今日，地域での価値ある活動グループ
へと成長を続けている。
（3）発酵技術指導の意義と「旬の品質」の維持―チョ
コレート革命を目指す！―
さて，カカオ豆の発酵技術における技術レベルや技
術の難しさとはどのようなものなのだろう。一般に，
世界的なカカオ豆栽培における発酵とは，意外と単純
作業である。収穫したカカオの実から果肉のついたカ
カオの種子を取り出し，それをバナナの皮で包み，1
日数回混ぜて，中に空気を入れることを4～5日繰り返
すと，微生物の働きで発酵は容易に進むという。つま
り，発酵技術といっても，大掛かりな装置や専門的な
技が特別に必要というものではない。農家が面倒がら
ずに，この作業を行うことで，カカオ豆の中に数百～
数千の香りの前駆体が醸成され，未発酵のカカオ豆と
比して顕著な品質の違いを生み出すことに繋がるとい
う。発酵はカカオの実を収穫してすぐでないとできな
いため，チョコレートを製造する先進国では物理的に
できない工程となる。まさしく，原料の産地でのみで
可能な付加価値の創出という大切なプロセスであり，
差別化の要素でもある。
DariK 社のオリジナルな原料調達までの生産プロ
セスとは，直接，インドネシア現地で技術指導を行
い，契約農家から良質なカカオ豆を仕入れ，焙煎し，
製造・販売までを一貫する製法である。これは，いわ
ば本格的な「Bean toBar」（カカオ豆から手作りで
チョコレートを作る製法）であると評価できる。吉野
は，自社で構築したこの仕組みを，自ら「チョコレー
ト革命」と呼ぶ。彼は「僕にとってチョコレートを作
ることは，目的というよりは手段！　目指すは“カカ
オを通して世界を変える”ことなのです」と話す。つ
まり，農家にとっての単純な発酵技術の修得だけでは
品質管理を維持できるものではない。現地での継続的
な吉野氏や指導者による厳密かつ定期的な品質チェッ
クが必要となる。そうした積み重ねが，現地で，誰が
収穫した豆なのか，いわゆる豆自体の安全性・品質の
安定性の確保，それが，その後のトレーサビリティの
仕組み構築にも繋がっていく。
ここで，従来の一般的なカカオ豆の生産のプロセス
と DariK 社の生産活動のプロセスを比較しておこ
う。図5には，DariK 社の生産プロセスと他社の一般
的な生産プロセスを示す。また，図6には，それぞれ
の生産工程の違いを比較して示しておく。
出所：DariK㈱ HPを基に若干修正し作成
図5　Dari	K 社の生産プロセスと一般的なカカオ豆の生産プロセス
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グレーディング収穫 取り出し 一元管理 使用 梱包 保存
カカオ農家 コレクター 倉庫 商社 顧客
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この2つの図の比較からも明らかなように，一般の
作業の方式と DariK社の生産方式では，DariK社の
栽培指導，そして自社独自な発酵技術指導を中核に据
えて，収穫，乾燥，梱包，そして保存に至るまで一貫
して携わり，徹底した品質管理の段階を経ているこ
と，チェックの手法など随所に工夫があることが窺え
る。生産者は誰か，どの様に採取し，それをどう発酵
させたか，カカオ豆の袋詰めに至る過程が明確で，高
品質のカカオ豆としての品質管理が実践するプロセス
を通して，本格的な「Bean toBar」を実践して自社
のオリジナリティーある生産活動を創出している。今
日の食品製造事業における必須なトレーサビリティの
認識が貫かれている。
以上，技術指導による品質の向上に向けた現地のオ
リジナルな原料栽培の製法が確立し，そうした現地農
家の確定した栽培・発酵作業により，実際，農家への
経済的インセンティブが確保され，適切に成果が還元
できるという情報を正確に地域に広げていくことが，
現地での経済発展の仕組みをさらに活性化していく力
になる。DariK 社が，適正な価格で買い取る。ま
た，農家は他社にも販売できることも伝える。そうし
た取り組みが，農家のカカオ豆の生産活動の幅を広
げ，品質を高めていこうとする生産者の自立的意識や
さらなる労働意欲を刺激していくこのプロセスが，実
は，フェアトレードに基づくソーシャルマーケティン
グの神髄であると筆者は高く評価する。
さて，果たしてこうして現地に何度も赴きながら続
けた吉野は，当時，事業化の展開，その可能性をどう
読んでいたのだろう。さらに，将来の市場成果につい
てはどんな夢を抱いていたのか。間近に迫った起業化
構築に向けた具体的な想いとは何だろう……。
以下に，吉野の話を紹介しておきたい。「通常，ビ
ジネスを行う，あるいは起業する前には，市場調査や
受容性調査などを行うし，原料調達に関しても品質
チェックや輸出入手続きの整備など，すべて準備が
整ってから行います。しかし，私の場合，このような
ことを通して事業化の可能性を検証したわけではな
く，「自分が動かないと何も変わらない」との衝動に
かられて始めたのが本質です。つまり，事業化の目途
が立ったから起業したのではなく，起業してから事業
化に必要なことをこなしていったというイメージで
す。」さらに，彼は「お金を儲けるためだけなら，イ
ンドネシアの低品質なカカオに着目し，自ら現地の農
家のところに足しげく通い，技術指導をする。高く
買った豆で，これまた全く未知な作業のチョコレート
作りに挑むなど，普通はしないでしょう。それをする
のはお金儲けではなく，スラウェシの農家の現状を変
えたいと思う衝動からです。」と。
だから「この衝動に駆り立てられて，通常ならばや
らない道をあえてとり挑戦すること，これは，経済学
的には「非合理」です。が，これが「共感」を呼び，
自分ひとりでは成し遂げられないことを成し遂げてい
出所：DariK㈱ HPを基に若干修正し作成
図6　Dari	K ㈱の生産活動のプロセス
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く力になっていくのだと感じています。」さらに
「DariK 社がソーシャルビジネスの成功モデル（ケー
ス）になるとしたら，その成功の要因は，吉野が的確
な経営判断をできたとか，吉野の資質に属するもので
はなく，その姿勢というかアプローチが「共感」を作
り，それが遠巻きに成功要因になったというイメージ
でしょう。先生とこのインタビューで出会えたこと
も，まさにそういうことなのかなと思うのです！」と
穏やかに語る。
〈3〉	フェアトレードを実現するソーシャルビジネス
モデル化への軌跡
（1）ソーシャルビジネスのモデル構築―フェアトレー
ドの実現に向けて仕組みづくり―
先に，指摘したように，フェアトレードとは，途上
国の貧困地域の産業を育て，製品などを公正な価格で
購入し，結果，途上国の所得向上を図るという活動
で，直接，利益が現地生産地に還元することを目標と
した国際的な社会貢献型のビジネスである。ここで
は，これまでの DariK 社の活動を踏まえて，現地に
おけるフェアトレードの実現により現地生産者の変化
と成長を見ることにする。図7に，DariK 社の事業展
開，ソーシャルビジネスのプロセスを示しておこう。
図には，DariK 社のビジネスの特色を踏まえて，
フェアトレード実現に向けどの様に事業価値が創出さ
れてきたのかを指摘し考察した結果を整理してある。
まさに，農家・DariK 社・消費者の間にフェアト
レードのビジネスが創出され，結果，三者でのトリプ
ル Win というビジネスモデルが実現されていること
が明らかである。
さらに，新たな展開が現地と日本で積極的に進展し
ている。これまで指摘したように，現地におけるカカ
オ事業に携わる生産者の変化とその成長は，実に大き
い。2013年には現地の工房では，チョコレートの原料
半製品のカカオマスの生産を開始するに至っている。
そしてそれを現在，日本に輸入して最終製品の開発に
繋げているが，2016年には現地子会社の設立（マカッ
サル：スラウェシ島の最大都市）までに至っている。
そうした経緯の中で付加価値の高い新商品化も進め，
その一つは，2017年12月，初摘みカカオ（7月～9月の
旬の時期に収穫した取れたてのカカオを発酵・乾燥
し，即，日本に輸送）で製造した『チョコレート・
図7　Dari	K ㈱・ソーシャルビジネスのプロセス
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契約農家に栽培指導・生産・直接取引（市場価格より2～3割高価格で買い取る）
消費者の『寄付』ではない 消費者は質の良い商品に適正な対価を支払う
廃棄されるカカオ豆の殻を活用し、バイオマス発電事業の展開（農家の電気代を軽減）
現地農家や消費者間で情報提供・交流、現地での食育活動
農家・Dari K・消費者でトリプルWinを実現
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ヌーボー』の商品化の成功である。これまでカカオ豆
の産地が違えばチョコレートの味も異なるという原料
の産地による差別化は存在したが，このヌーボータイ
プの商品化の狙いは，恰も，ワインのボジョレー・
ヌーボーのように，同じ地域の原料でも収穫時期
（旬）による味の違いをチョコレートで訴求するとい
う全く新しい取り組みで，画期的な商品化である。こ
れこそ，一箇所の生産地に根をおろして確実にコミッ
トするという DariK 社独自のビジネスの強みを生か
した新商品開発だからこそ実現できたものである。こ
うした取り組みにより，改めて，消費者は，本来の
チョコレートの香りの高さや味に気付くきっかけにも
なり，より味わい深い消費文化が作られていくのであ
る。そのため，日本の市場でも反響を呼んでいるのだ
ろう（その他の商品開発については後述する）。
目下，DariK 社と契約する農家は，初年度で5軒程
度だったものが，2018年にはおよそ200軒を見込み，
今後もさらに増加することが予想される。この他，
2017年からはフィリピンのミンダナオ島でのカカオ指
導や市場調査も行い，活動はインドネシアに留まら
ず，他のアジアの地域へもカカオ生産農家の開発を目
的とした展開も始動している（活動については後述す
る）。DariK 社の市場志向フェアトレードの実現によ
り，当然，スラウェシ島における地域経済活性化への
貢献は高く，現地住民の意識変革は着実に進んできた
という。
（2）市場適合としてのさらなる挑戦，事業のブラッ
シュアップ
DariK 社は，2011年の創業以来，現地農家との業
務提携を通してより良いカカオ豆の生産に力を入れて
きた。そのためには，年間を通した生産活動における
品質管理体制の在り方，現地での多様な情報発信を通
して，品質を向上させることが本事業の基本にあるこ
とを，現地の関係者と一緒に教育・啓発も実施してい
る。一方，日本国内における商品販売を通して，事業
をより安定させるための収益性を挙げる取り組み，事
業も必要である。一層の市場成果を高めるために新た
な挑戦も視野に置かねばなるまい。現在までの Dari
K社の活動を踏まえ，市場適合を高め発展するための
経営者の思考や活動，そのための新たな挑戦や軌道修
正も施したことは何かなど，本事業の市場化における
ブラッシュアップの側面にも考察を加えておきたい。
ここで，企業の経済的な成長性や組織化の状況を見
てみよう。DariK 社は従業員が日本に10人，インド
ネシアの現地に10人という小規模組織体である。しか
しながら，当初の年間売上こそ（2012年）年商は
2,500万円強に留まっていたが，現在はその約8倍のお
よそ2億円（2018年），平均経常利益は約20％の業績9）
を上げるまでに成長したことは，フェアトレードの形
態によるソーシャルビジネスとして特筆できる成果で
ある。販売網の拡充にも力を注ぎ，京都本店のほか祇
園店の直営店が2店舗，この他京都駅や高速道路の
パーキングエリア，ホテルなど商品の取り扱い店舗数
は4店舗である。さらに，バレンタインなど季節の市
場のセレモニーはチョコレートの需要期だが，全国百
貨店を中心に30店舗以上での取り扱うという実績も挙
げている。次第に，市場での企業認知度も高まり，関
連のイベントでも積極的に情報発信を行っている。
2018年6月，社会起業家の代表格である山口絵理子が
主宰するマザーハウスのイベントに吉野も参加し対談
するという。このように市場活動の多様な側面で経済
的効果が見えてきたが，これまでの販売ルートはチョ
コレート商品を中心とした店舗売りや通販売りの，い
わば BtoCルートの商品が主軸である。
一方，目下，B toB ルートでのチョコレート商品
の共同開発も進め，国内では，複数の企業との業務提
携も始めている。たとえば，行列のできるチーズタル
ト専門店である BAKE とコラボ商品の共同開発，ま
た1803年創業の京都の老舗和菓子「亀屋良長」（京
都・四条）とのコラボ商品を手掛けるなど，素材を活
かした商品開発に向けて，他社との協業にも積極的に
取り組んでいる。また，圧倒的な差別化の源泉でもあ
る，かつ現地での付加価値創出の切り札となる自社独
自の発酵のさらなる研究にも注力し，大手製菓メー
カーとも共同研究も始めている。
そうした中で，現地におけるカカオ豆の高品質化な
らびに生産体制の整備を一層進め，カカオ豆栽培やカ
カオマス生産のキャパシティーは年間50トン以上に達
し，さらに市場の需要に対応するよう現地子会社の増
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員も検討している。
現在，インドネシア政府や現地大学との新たな協力
関係も着々と進められている。その一部を紹介しよ
う。気候変動が世界的な課題となる中，農業大国のイ
ンドネシアでは，降雨減少による収量の減少，ひいて
は農家の所得減少も危惧されている。このような状況
下で，DariK 社は既存の農家に対して，気候変動に
対する適応性がより高く，かつ付加価値が高いカカオ
豆の生産技術指導を実施し，収穫したカカオ豆の買い
取り，日本市場で販売する垂直統合型の事業を推進し
ている。気候変動に適応した単なる農業支援策の枠を
超えた，農家の所得向上を実現させてきた本事業に，
インドネシア政府（IndonesiaClimateChangeTrust
Fund）も協力を約束し，政府をはじめ，ハサヌディ
ン大学農学部等と DariK社の間でMoU（覚書）を締
結して協力関係を強化している。ベンチャー企業が現
地政府や大学と協力関係を公に結ぶことは極めて稀で
あり，DariK 社が現地の農家のみならず，現地の行
政などからも信頼を得ているソーシャルビジネスの組
織体であると認定された証である。日本においても
ソーシャルビジネスとしての社会性を認められ，経済
産業省や環境省，JICA などの事業を受託するなど日
本での実績もある。
DariK 社は，独自のカカオ生産プロセスの品質向
上を生かした自社の強みを最も重要な武器と認識して
いる。現在も，付加価値の高い商品開発を強化するた
めに，カカオ豆独特の風味を生むために欠かせない発
酵のプロセスでの新たな工夫を重ねている。先に示し
たが，発酵の際にバナナの皮で包むだけでなく，マン
ゴーの皮や実，パイナップルでも発酵させて，味の違
い（酸味やコクの違い）をコントロールするという世
界でも稀なかつ先進的な取り組みに着手している。フ
ルーツであるカカオ豆を考えれば，栽培方法だけでな
く，旬や味の違いなどを作り出して，商品化の幅を大
きく広げ，商品価値を高める可能性を大きく広げるこ
とは，今後の市場の独自性を強く発揮することに繋が
ると思われる。現在の変化する消費者ニーズに合致さ
せ，付加価値の高い商品化により消費者の味への期待
感にフィットし，一方，現地の農家では，日々の仕事
に対し誇りを高く持つだろうし，次世代の若手農家の
育成に拍車がかかることになろう。これは，まさし
く，顧客適合を重ねつつ，ライバル他社との差別化に
よる競争適合，ひいては細やかながらも市場適合に繋
がる事業の有効なブラッシュアップと評価できる。
（3）現地農園で消費者体験ツアーの実施，食育活動
一方で，DariK 社の認知度を高める活動として
は，多彩なマーケティングプロモーションや情報提供
の場は不可欠である。DariK 社も多彩な情報発信を
実施しているが，ソーシャルビジネス事業ならではの
目を引く企画が実施されている。たとえば，2014年か
ら始めたスラウェシ島で実施するカカオ農園ツアー
『DariK と行く新興国インドネシア視察ツアー2018』
である10）。インドネシア・スラウェシ島でのカカオ豆
の品質管理から京都でのチョコレート生産まで一貫し
て手掛ける自社の取り組みを知るために，現地のカカ
オ生産現場を体験し，新興国インドネシアの生産実態
を知るカカオに共感する7日間の旅である。ツアー参
加者は2014年に約15人だったが，2017年には40人まで
増加した参加者のプロフィールは実に多彩である。ま
た，大学生向けのスタディツアー（京都・立命館大学
生）も実施している。さらにインドネシア現地の小学
校生徒に向けたカカオ豆からチョコレート生産までを
体験する食育活動も展開し，美味なチョコレートの味
を知り，反響も大きいという。こうした本業の周辺で
の情報提供や体験型活動は自社のマーケティング活動
と同時に，現地の実情を知ることで社会的課題への覚
醒ともなり，国際的に貧困な状況を再考する機会にも
なる。ソーシャルビジネスの本質を理解する情報提供
にも繋がっており，通常のビジネスでは多くは得られ
ない独自の意味のある活動と考える。
（4）	 チョコレート商品の差別化と品揃力，市場成果
として世界の評価
DariK 社の独自の取り組みからどの様な商品価値
が発現されていくのか。一般に，チョコレート製造で
は，クーベルチュール（カカオ豆を挽いてつくるカカ
オマスに，カカオバターや植物油脂を添加し，砂糖を
加えた，製菓用の原料チョコレート）を使用して，
チョコレートや菓子を製造する。これは菓子の製造段
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階で加工性が優れるという利点があるが，反面，カカ
オのワイルドな酸味やナッツの風味などが弱くなると
いう弱点もある。DariK 社は，現地の収穫時期や天
候状況等を踏まえたカカオ豆の生産指導と直接の仕入
れ，日本での加工まで一貫体制で手掛けるため，チョ
コレートのピュアな味わい，フレッシュな風味を維持
し，いわゆる「Bean toBar」の生産プロセスの強み
を生かすことが可能となっている。たとえば，『クー
ベルチュール78％』はカカオ豆と砂糖に，3％のカカ
オバターを加えた商品で，契約農家より仕入れたカカ
オ豆を使用し焙煎・精錬を独自に調整している。カカ
オが本来持つすっきりとしたパルプ（白い実）のフ
ルーティーな酸味と，焙煎によるナッティーな香りを
特徴とする商品に仕上がっている。また，旬を強調し
たオリジナル商品『カカオが香るチョコレート・ト
リュフ』（2018年）など，季節性に合うイベント向け
商品として展開も多彩に数多く商品化を実現してい
る。中でも，筆者が注目する新商品は，DariK 社の
『プレミアム・チョコレート（ラングドシャ）』（厚み
のあるビターチョコレートをラングドシャ生地でサン
ドした商品・2018年）は特色ある美味な商品である。
尚，こうした商品の原料加工段階では，カカオ豆から
クーベルチュールまでの全ての加工工程は，2018年よ
りハラール認証取得の工場で生産している。また，栄
養成分も商品の説明情報として提示し市場化してい
る。
こうした一貫した商品生産の「Bean toBar」方式
を通して生産される商品を食して，改めて一消費者と
して思うことは，DariK 社の商品が，本物のカカオ
の味に気付かせたという点がある。一般のカカオバ
ター配合度合の高い商品と比べて，確かにすっきりと
した味を感じられる。もともと嗜好性の高い商品故
に，一概に評価はできない。が，食品としての「旬」
や「本物」の味や香りに気付かせることは，現代の自
然志向の消費者の嗜好性に即しているといえよう。ま
た，DariK 社の商品は，毎秋に開催される「サロ
ン・デュ・ショコラ」（パリ市）に2015年に初出展し
て，ブロンズ賞を受賞する快挙を挙げている。その後
の2017年まで3年連続の受賞も遂げており，世界で本
物の味が評価された証でもあろう。インドネシア・ス
ラウシェ島での原料栽培から生産，加工，そして販売
という時間のかかる確かなプロセスを通して，また世
界での味の評価を受けて，DariK 社の商品は，市場
性だけでなく社会性の高い商品を提供していると評価
できる。まさに，吉野の言う「チョコレート革命」を
起こしているといっても過言ではあるまい。
一般に，新たな商品開発のテコ入れや商品ラインの
拡充は，企業のブランド力向上の常套手段であり重要
なマーケティング手法である。そのため，当社におい
ても，新たな製造上の品質管理の仕組みの検討や魅力
的なパッケージの工夫も，より高度化する必要が出て
こよう。商品開発に，完全という言葉はない。協力企
業との業務提携を通して，顧客適合の高い商品化を重
視するさらなる取り組みに向け再検討の余地は残され
ている。
（5）	 他地域での新たな事業展開，バイオマス発電事
業への着手
2016年6月よりフィリピン・ミンダナオ島のバンサ
モロ地域において，吉野はカカオ栽培の指導とチョコ
レート製造に関する技術移転を通して，住民の経済性
の向上，地元の産業育成，ひいては同地域の平和と安
定の構築に貢献するビジネスの可能性を実現するため
の調査を開始した。ミンダナオ島は長年の紛争地域で
あり，治安の面では決して楽観できない地域でもあ
る。吉野は国際協力機構（JAIC）による『ミンダナ
オ紛争影響地域コミュニティ開発のための能力向上支
援プロジェクト』の一環での調査で，バンサロモ地域
でのカカオ栽培の可能性を探る調査を開始した11）。そ
の折，彼は，南ミンダナオ大学の農業専門家やモロ・
イスラム解放戦線（MILF）の本拠地キャンプ・ダパ
ナンで幹部とも面談している。地域の農業支援だけで
なく，紛争の実情にも理解しようとする努力を欠かさ
ない彼の姿勢がそこにある。
フィリピンで生産されるカカオ豆は年間7,000ト
ン，その9割がミンダナオ産出で，その大半がミンダ
ナオ東部ダバオ地域で収穫される。ダバオ地域はカカ
オ農園が整っているが，その一方，バンサモロ地域は
本格的な栽培がなされていない。吉野は，栽培方法を
指導すれば，生産性向上の可能性も高く，地域住民の
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生計向上に繋がると確信する。彼は，新たな地域で，
DariK 社独自のソーシャルビジネスの事業プロセス
を活用し，現地への貢献活動として事業化に果敢に挑
戦している。
他方，一見，全く異なると思える新たな社会事業と
なるバイオマス発電事業への着手が指摘できる。本業
であるチョコレート生産・販売事業に関連する新たな
環境事業への挑戦である。現地カカオ農家の産業廃棄
物であるカカオ豆の殻を活用したバイオガスの実証研
究とその事業化への試みを2015年から始動させてき
た。効率よくバイオガスを発生させることで，カカオ
農家はごみとして出す殻により地域世帯で必要なガス
や電力を賄える可能性の実証に向け動き出している。
農家の電力の自給自足を狙う取り組みはエコな仕組み
で現地での関心も高くなっている。現地での法人化も
進み，環境ビジネスへの貢献，さらに農水省が提唱す
る「6次産業化」の他国での実現も視野にした事業構
想でもある。現地の農家・他企業人・自治体幹部など
多くの人との間の信頼関係を7年間にわたって築いて
きた実績から生まれた成果である。元金融マンの吉野
らしく，現地金融機関と提携し，カカオ農家が少額融
資を受けられる仕組みも実現させてきた。従来までの
トウモロコシ栽培農家から，収入が2倍を見込めるカ
カオ豆栽培農家への転換をサポートする必要な支援体
制も構想されているという。カカオ豆の栽培は生産か
ら収穫まで約3年の期間が必要となるためサポートは
短期間で行えることも利点であろう。吉野は「カカオ
を通じて世界を変える」をモットーに，インドネシア
の地域経済の発展や雇用創出にも貢献する事業化を立
ち上げ，そして市場成果をさらに高める事業のブラッ
シュアップを果敢に進めてきた。この成果の先に，さ
らなる新たな構想を抱き，他国を含む現地や日本国内
の関連する人々を巻き込みながら，起業家経営者とし
て，DariK 社の事業をより拡大し，発展・進化させ
る活動の真っただ中にある。
本事業の地域経済への貢献性などを含めて，2017年
5月，DariK 社は国連が定めた持続可能な開発目標；
SDGs:SustainableDevelopmentG，のプロジェクト
の中で，2017年に新設された『SDGs ビジネスアワー
ド』において，社会性の高い自社事業の取り組みを広
く消費者に認知させることに貢献したことを称える栄
誉ある「エンケージメント賞」を受賞していること
は，ソーシャルビジネスが理想的に近い形で進展して
きた事例として特筆できるものである。先に示した，
TripleBottomLine の論点に合致する DariK 社の事
業性が評価された証である12）。
以上，一人の社会起業家に注目し，インドネシアに
おけるカカオ豆農家の栽培と経済的成果をサポートす
ることから起業化を行い，画期的な展開を実現し，さ
らなる多面的な関連事業展開への戦略的に挑戦し，こ
の7年間に事業を大きく市場成果に繋げ，国際的な
ソーシャルビジネスとしての確実な足跡を残してき
た。ここには今後の市場志向的フェアトレードの構築
やソーシャルビジネスへ向けた活動の在り方へのヒン
トが数多く含まれている。無論，それぞれのソーシャ
ルビジネスは地域の課題を解決する領域や事業化への
アプローチやモデルの構築は多岐にわたる。が，共通
することは起業家の地域への想いが如何に熱いかどう
かというところに普遍性があるのではないだろうか。
起業家がどの様な視点と姿勢で動き，現地の人々との
信頼関係をしっかり築いていくこと，そこにはビジネ
スマインドを越えた情熱的な精神性が重要な要素であ
る。社会的な事業を通して互いをリスペクトする関係
を構築すること，それこそが公正な好ましい活動への
接近であると本事例が示してくれている。
最後に，吉野は，本事業化に向けた活動を一からス
タートした7年間にわたり，事前の調査，その後のビ
ジネス化への調整，起業化，品質チェックや営業活
動，作業や業務の管理，現地法人の設立，また国や自
治体との交渉など，そのためにインドネシアに延べ25
回以上赴き，その滞在期間は延べ180日以上に及ぶ。
本事業の構築のため，情熱をもって現地の人々と接触
し，交流してきた成果である。弛まぬ努力を続ける吉
野の姿は実に眩しい。まさに，この数字は社会起業
家・吉野慶一氏の熱い想いを代弁していると，筆者は
捉えたい13）。
4．結びにかえて
本稿では，注目できるソーシャルビジネスの中で
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も，吉野慶一氏が起業した大変ユニークな DariK 社
の活動を通して，ソーシャルビジネスがフェアトレー
ドを実現する中で，利益を生み出す自らのビジネスを
確立していくプロセスに焦点を当て，今後のソーシャ
ルビジネスの展開における研究視座としていくつかの
ポイントを見出すことを目的としたものである。
これまでのソーシャルビジネスの原点は，慈善活動
から始まり，社会貢献・環境対応へと変容し，本来，
企業活動から遠くにあった社会問題への取り組みに発
展してきた。中でも，対象は途上国の貧困地域の経済
的再生・発展に寄与し，自らの事業活動においても確
実に利益に結び付けるビジネス活動となっている点
が，新たなソーシャルビジネスとしての展開に入った
との評価に結び付けると，筆者は強く主張した。特
に，市場志向的フェアトレードに軸足を置きながら，
地域の経済支援・発展に貢献し，その上で企業利益を
も確実にものにするビジネスモデルは，現在，我が国
をはじめ多くの国が抱える社会問題の解決に，起業と
して積極的に関わりながらも市場成果，経済的成果を
得る仕組みに，大変重要であり魅力的である。その活
動は，必ずや，ソーシャル・イノベーションを起こす
事業プロセスと指摘した。
今回の事例から浮かび上がってくるポイントは，未
だ，十分吟味されているとは言えない。これまで指摘
した論点は，およそ，一つが，国際的な起業化の視点
として，起業家の想いや視線，起業への鍵の探索，現
場の観察，二つが，現地での支援の対応として，生産
の場での技術指導，現地の意識変革とキーパーソンと
の信頼関係の構築，三つが，市場志向的フェアトレー
ドの視点として，市場適合としての事業化とその戦略
性，関連事業による本事業のブラッシュアップ，企業
のブランディングの諸策，そして国際的なソーシャル
ビジネスとしてのダイナミズムの内容であった。これ
らを踏まえて，以下に，具体的なポイントとして提示
しておきたい。
（1）起業家（事業経営者）が対象とする社会問題を抱える地
域・地方にしっかり入り込み，まさに当事者になり切っ
て，何が問題なのか，原因は何かと，解決の方向とその
術，どうすれば現地の人々の意欲が引き出せるか，イン
センティブをどう考えるかなどを，地域との充分なコ
ミュニケーションの中から答えを見つけ出すこと。
（2）ソーシャルビジネスを付加価値の高い（利益の出る）ビ
ジネスに育てるポイントは，ソーシャルビジネスで入手
できる原料，素材，製品生産（DariK 社の場合は高品
質のカカオ豆）を徹底的に高品質にする技術を地域に植
え付け，品質を均等にし，標準化させ，常に高品質を保
つ生産システムを構築すること。それにその地域でしか
実現できない（食品の場合は）「旬」の原料を的確に市
場適合できる製品に結び付け高付加価値商品化に努める
こと。
（3）ソーシャルビジネスを行う社会企業家は，存在する課題
にとことん向き合い，解決したいとの想い・情熱を持ち
続けることが肝要であること。
（4）問題を抱える地域の実情について，先ずは，忠実にかつ
充分な調査を実施し，その地域の特性を把握したうえ
で，地域の人（生産者，消費生活者，行政，経済人，専
門家）とじっくりと意見交換を行い，互いを理解し，人
としての信頼関係を築き，ビジネスの成果から得られる
社会価値を高めるプロセスの重要性を共感・共有するこ
と。
（5）ソーシャルビジネスとして地域に成果をもたらすことに
加え，自らの事業活動が確実に新たな付加価値（利益）
を実現するため，市場優位を実現する付加価値の高い商
品開発に繋がるビジネスモデルを創造すること。
（6）競争優位となる経営資源を中核とし，その周辺へのビジ
ネス展開を常に考え，機を見て新たな付加価値を市場に
投入する持続的なビジネス展開が肝要であること。
（7）常に，新しい領域・分野の開拓に挑戦し，新たなビジネ
スチャンスを見極めながら，高き目標であるイノベー
ション創造を視野に入れておくこと。
以上，7つのポイントを指摘しておく。未だ多くの
ヒントが隠されていると思われるが，さらなる詳細な
分析は次稿において深堀することとしたい。特に，
ソーシャルビジネスの進化は，これからの地域活性化
に多くの示唆・果実をもたらすものと確信する。その
ためには，今後の課題として，市場性と社会性の双方
の価値を合わせ持つ，高付加価値型の商品開発がこの
活動領域から生まれることは，ソーシャルビジネスの
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継続的発展性の要であると期待し，そのためにも，専
門性を備えた企業（人）との新たな協力関係の構築も
課題として多々残されていることを指摘しておきた
い。
本稿の事例研究に関するインタビュー調査・情報収集に関し
て，DariK ㈱代表取締役吉野慶一氏に貴重な機会とご協力を
頂いた。ここに心から感謝を述べさせていただきたい。
注
1）CSR に関する欧州委員会の定義については，Commission
of theEuropeanCommunities,Communication from the 
Commission concerning Corporate Social Responsibility: A 
Business Contribution to Sustainable Development ,COM
（2002）347,2002,p.5を参照のこと。
2）TripleBottomLine について。1994年にジョン・エルキン
トンは専門用語としてボトムラインという新語を作った。エ
ルキントンは，財務面のボトムラインだけでなく，企業が事
業を行う地域の経済・環境・社会の圧の側面から企業価値を
判断する必要性を認識し TBLを提唱している。J.Elikington
「トリプルボトムラインへの招待」A .  Henr iques ＆ J .
Richardson 編著（大江宏・小山良訳）（2007）『トリプルボ
トムライン　―3つの決算は統合できるか？―』創成社，第
一章　7-27を参照のこと。
3）以下，谷本による社会性，事業性，革新性についての解説
を示す（谷本編2006）。社会性（social mission）：社会的課
題に取り組むことを事業活動のミッションとすること。その
対象は，近年これまでビジネスがあまり関わってこなかった
貧困や途上国支援などの領域にまで広がっている。事業性
（social business）：社会的ミッションをビジネスとして取り
組むこと。ソーシャルビジネスの目的は利潤の最大化はな
く，事業活動を通して新しい社会的価値を創出し，事業を継
続することにある。ソーシャルビジネスは，経済的成果と社
会的成果の双方の達成が求められる。革新性（soc ia l 
innovation）：この社会性と事業性は容易に結びつくわけで
なく，それを繋げていくには，何らかのイノベーションが必
要となる。社会的課題の解決に資する新しい商品やサービス
の開発，それを提供するための仕組みを開発することが求め
られる。さらにその活動が社会に広がることを通して，新し
い社会的価値を創出・普及させることになる。
4）国際フェアトレード協会（IFAT）の定義は，http://www.
ifat.org/ を参照のこと。
5）ここでいう「市場志向」とは，人々の倫理観からとらえる
だけでなく，消費者の期待を内部に取り込むことにより，商
品をデザインして，より多くの顧客を獲得しようとする志向
と説明している。Taylor,PeterL.,2004,“In theMarketBut
NotofIt:FairTradeCoffeeandForestStewardshipCouncil
Cer tification asMarket-Based SocialChange ,”World
Development, 33（1）: 129-147,並びに Wilkinson, John,
2007,“FairTrade:Dynamic andDilemmasof aMarket
OrientedGlobalSocialMovement,” JConsumPolicy,30:
219-239を参照のこと。また，フェアトレード認証ラベル制
度についての詳細な議論は，畑山要介（2014）「フェアト
レードの分水嶺―「認証ラベル論争をめぐる分析―」年報社
会科学論集27号（2014）158～169頁を参照のこと。
6）国際協力開発機構（JICA）は，フェアトレードに関して①
途上国の制度・体制支援，②途上国の生産者支援，③日本国
内での市民参加の促進の3つに区分してアプローチしてい
る。具体的な事例について以下に詳しい。見宮美早（2009）
「JICA とフェアトレード」『アジ研ワールド・トレンド』
No.163，20～23頁，2009.4を参照のこと。
7）我々は，これまで21世紀の消費社会を「調和価値社会」と
捉え，その市場における商品価値を「市場性」（生産価値と
消費価値）と「社会性」（社会的価値）の二面性から議論を
行っている。詳細は，片岡寛・見目洋子・山本恭裕編著
（2005）『21世紀の商品市場―市場性と社会性の調和』白桃書
房を参照のこと。
8）これらインドネシアならびにスラウェシ島，西スラウェシ
州に関するデータは，BPS（Badan Pusat Statist ik）,
StatisticsIndoKnoema:https://knoema.comによる。
9）DariK 社の現在の経常利益は，前期の第7期に本店の不動
産を購入した関係で減価償却が増えたため，今季（第8期）
の期経常利益が一時的に低くなる見込みであるが，そうした
一過性のものを除くと，毎年約20％程度の経常率を達成して
いる。第9期（2018年9月～以降）は大幅に改善する見込みで
ある。
10）DariK社が主催するカカオ農園ツアーの情報：「DariKと
行く新興国インドネシア視察ツアー2018」については，以下
を参照のこと。尚，2018年度ツアーに，専修大学商学部4年
生1名が参加（見目ゼミナール所属）。http://www.dari.com/
news_post
11）国際協力機構（JICA）は2017年1月26日，「中小企業海外
展開支援事業～案件化調査～」において Dari ㈱の「ミンダ
ナオ・バンサモロ地域におけるカカオの生産性向上ならびに
高付加価値化に関する案件化調査」を採択した。Dari ㈱が
68
実践する，現地の貧困農家，社会的弱者へ適切なカカオ栽培
技術・発酵技術・加工技術の普及を目指す活動が評価された
ものである。独立行政法人国際協力機構（JICA）関西国際
センターの P R E S S  R E L E A S E。中坪央暁（ 2016）
「Bangsamor 報告ミンダナオ平和構築支援の現場から」第
20話，『国際開発ジャーナル』2016.9を参照のこと。
12）『SDGs ビジネスアワード』については，以下，国際協力
機構（JICA）の HP を参照のこと。https://www.jica.go.jp/
activities/schemes/priv_partner/BOP/index.html
13）本稿の第3節で記した DariK社の情報は，筆者が2017年春
より代表取締役吉野慶一氏への複数回のインタビュー調査，
ならびに情報収集，その他は『DariK 通信』（2011.3創刊～
第22号現在），DariK社の NEWSRELEASE情報から分析し
考察した内容であることをお断りしておく。DariK 社の
HP；http://www.dari-k.com/ も参照のこと。
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